
第 7 号 議 案

平成27年度（2015年度）町田市一般会計予算

　平成27年度（2015年度）町田市一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４２,８３０,３０１千円と定める。

　る。

（債務負担行為）

　ることができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

（地方債）

　度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

（一時借入金）

第４条　地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

　３,０００,０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

　することができる場合は、次のとおりと定める。

    に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

平成27年（2015年）2月26日提出

東 京 都 町 田 市 長　　　石　阪　丈　一

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をす

第３条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限

第５条 地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く）に係る予算額
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歳  入

千円

1. 市 税 ６７，５５１，７２３

1. 市 民 税 ３３，７４２，０４５

2. 固 定 資 産 税 ２５，５１４，９３７

3. 軽 自 動 車 税 ３１２，９１４

4. 市 た ば こ 税 ２，３６７，８８０

5. 特 別 土 地 保 有 税 ２

6. 入 湯 税 ５，９４１

7. 事 業 所 税 ８７９，２３３

8. 都 市 計 画 税 ４，７２８，７７１

2. 地 方 譲 与 税 ６３２，００１

1. 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ２００，０００

2. 自 動 車 重 量 譲 与 税 ４３２，０００

3. 地 方 道 路 譲 与 税 １

3. 利 子 割 交 付 金 ３８７，０００

1. 利 子 割 交 付 金 ３８７，０００

4. 配 当 割 交 付 金 ７８６，０００

1. 配 当 割 交 付 金 ７８６，０００

5. 株式等譲渡所得割交付金 ４８５，０００

1. 株式等譲渡所得割交付金 ４８５，０００

6. 地 方 消 費 税 交 付 金 ８，４３６，０００

1. 地 方 消 費 税 交 付 金 ８，４３６，０００

7. ゴルフ場利用税交付金 ４０，０００

1. ゴルフ場利用税交付金 ４０，０００

8. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ２５０，００１

1. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ２５０，００１

9. 地 方 特 例 交 付 金 ４２０，０００

1. 地 方 特 例 交 付 金 ４２０，０００

10. 地 方 交 付 税 ５９０，０００

1. 地 方 交 付 税 ５９０，０００

11. 交通安全対策特別交付金 ６１，０００

1. 交通安全対策特別交付金 ６１，０００

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 １，４２３，１７５

1. 負 担 金 １，４２３，１７５

第  １  表     歳  入  歳  出  予  算

款 項 金 額
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千円

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 ３，４１６，０５５

1. 使 用 料 １，３７４，２８３

2. 手 数 料 ２，０４１，７７２

14. 国 庫 支 出 金 ２５，４４１，０９１

1. 国 庫 負 担 金 ２１，４６６，３８４

2. 国 庫 補 助 金 ３，８７２，７７５

3. 委 託 金 １０１，９３２

15. 都 支 出 金 １８，３３１，５３５

1. 都 負 担 金 ８，１２１，７４３

2. 都 補 助 金 ９，１５３，２４３

3. 委 託 金 １，０５６，５４９

16. 財 産 収 入 １，５００，５０７

1. 財 産 運 用 収 入 １７７，５２１

2. 財 産 売 払 収 入 １，３２２，９８６

17. 寄 附 金 ５０，０４６

1. 寄 附 金 ５０，０４６

18. 繰 入 金 ３，６００，９１２

1. 特 別 会 計 繰 入 金 ２

2. 基 金 繰 入 金 ３，６００，９１０

19. 繰 越 金 １，０００，０００

1. 繰 越 金 １，０００，０００

20. 諸 収 入 １，３６５，９５５

1. 延滞金加算金及び過料 １２８，００６

2. 市 預 金 利 子 ３，３６４

3. 貸 付 金 元 利 収 入 １３，１８１

4. 受 託 事 業 収 入 ２８１，９８５

5. 収 益 事 業 収 入 ２０，０００

6. 雑 入 ９１９，４１９

21. 市 債 ７，０６２，３００

1. 市 債 ７，０６２，３００

１４２，８３０，３０１

款 項 金 額

歳 入 合 計
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歳  出

千円

1. 議 会 費 ７３７，９１６

1. 議 会 費 ７３７，９１６

2. 総 務 費 １５，４６６，７９５

1. 総 務 管 理 費 １２，９１０，８７０

2. 徴 税 費 １，５３３，４８０

3. 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ５３３，２５８

4. 選 挙 費 ９８，３１４

5. 統 計 調 査 費 ２９０，８６０

6. 監 査 委 員 費 １００，０１３

3. 民 生 費 ７３，９１５，０１４

1. 社 会 福 祉 費 ３０，２４２，５７４

2. 児 童 福 祉 費 ３０，０８４，４５４

3. 生 活 保 護 費 １３，５５１，３３２

4. 国 民 年 金 費 ３５，８５５

5. 災 害 救 助 費 ７９９

4. 衛 生 費 １３，１７８，６４３

1. 保 健 衛 生 費 ３，８１７，５７９

2. 病 院 費 １，１２５，０００

3. 清 掃 費 ８，２３６，０６４

5. 労 働 費 ３９，０２６

1. 労 働 諸 費 ３９，０２６

6. 農 林 費 ３３９，７９４

1. 農 業 費 ３３９，７９４

7. 商 工 費 ８８３，９６４

1. 商 工 費 ８８３，９６４

8. 土 木 費 １１，８６４，８６０

1. 土 木 管 理 費 ４５４，０３８

2. 道 路 橋 梁 費 ３，７２９，２７０

3. 都 市 計 画 費 ６，８２９，０４０

4. 住 宅 費 ８５２，５１２

9. 消 防 費 ５，２３９，４３４

1. 消 防 費 ５，２３９，４３４

款 項 金 額
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千円

10. 教 育 費 １４，９４２，２７６

1. 小 中 学 校 費 １１，００６，１９７

2. 社 会 教 育 費 ３，１０６，３９８

3. 保 健 体 育 費 ８２９，６８１

11. 災 害 復 旧 費 ８

1. 農 林 施 設 災 害 復 旧 費 ２

2. 公共土木施設災害復旧費 ２

3. 厚生労働施設災害復旧費 ２

4. 文 教 施 設 災 害 復 旧 費 ２

12. 公 債 費 ６，１２２，５７１

1. 公 債 費 ６，１２２，５７１

13. 予 備 費 １００，０００

1. 予 備 費 １００，０００

１４２，８３０，３０１歳 出 合 計

款 項 金 額
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鶴 川 市 民 セ ン タ ー 改 修 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

379,094

土 地 評 価 業 務 委 託 事 業
平成27年度から
平成29年度まで

52,715

2,199

平成27年度から
平成50年度まで

重 度 障 が い 者 通 所 施 設 整 備 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

493,230

社 会 福 祉 法 人 泰 政 会
高 齢 者 福 祉 施 設 整 備 費 補 助 事 業

玉川学園コミュニティセンター建替事業
平成27年度から
平成28年度まで

24,741

市 ･ 都 民 税 課 税 資 料
ス キ ャ ニ ン グ 業 務 委 託 事 業

平成27年度から
平成28年度まで

10,859
固 定 資 産 税 ・ 都 市 計 画 税
納 税 通 知 書 等 作 成 業 務 委 託 事 業

軽 自 動 車 税 納 税 通 知 書 等
作 成 業 務 委 託 事 業

市 ･ 都 民 税 普 通 徴 収 納 税 通 知 書 等
作 成 業 務 委 託 事 業

平成27年度から
平成28年度まで

13,869

市 ･ 都 民 税 特 別 徴 収 税 額 通 知 書 等
作 成 業 務 委 託 事 業

平成27年度から
平成28年度まで

1,764

市 ・ 都 民 税 課 税 資 料 電 子 デ ー タ
作 成 業 務 委 託 事 業

平成27年度から
平成28年度まで

109,920

平成27年度から
平成29年度まで

8,087

代表電話及びイベントダイヤル運営事業
平成27年度から
平成32年度まで

190,125

362

1,132,920

成瀬コミュニティセンター建替事業その２
平成27年度から
平成28年度まで

平成27年度から
平成28年度まで

鶴 川 市 民 セ ン タ ー ピ ア ノ 保 管 事 業

1,807

第  ２  表     債  務  負  担  行  為

千円

限　　度　　額期　　　間事　　　　　　　項

平成27年度から
平成28年度まで
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平成27年度から
平成31年度まで

町田新産業創造センター入居奨励事業その３

31,524

認 可 保 育 所 施 設 整 備 費 補 助 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

226,691

犬 等 捕 獲 収 容 業 務 委 託 事 業

千円

小 川 ・ 鶴 間 地 区 住 所 整 理 事 業

中小企業融資事業資金貸付に係る利子補給
貸付残高の年利

2.2％以内

平成27年度から
平成28年度まで

可 燃 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 そ の ５
平成27年度から
平成32年度まで

平成27年度から
平成30年度まで

41,328

平成27年度から
平成28年度まで

企業等立地促進地区進出奨励事業その３

小 規 模 事 業 者 経 営 改 善 資 金
融 資 に 係 る 利 子 助 成

入 居 奨 励 金 交 付 決 定 者
に 対 し 交 付 す る
新 規 雇 用 奨 励 金 の 額

清 掃 工 場 １ 号 蒸 気 タ ー ビ ン 改 修 事 業

期　　　間

平成27年度から
平成28年度まで

成瀬くりの家保育園増改築整備費補助事業

事　　　　　　　項

45,000

企 業 等 立 地 促 進 地 区
奨 励 金 指 定 決 定 に
基 づ き 交 付 す る 額

509,910

平成27年度から
平成30年度まで

清 掃 工 場 受 電 引 き 込 み 位 置 変 更 事 業

平成27年度から
平成28年度まで

97,138

認 可 保 育 所 賃 借 料 補 助 事 業 そ の ３
平成27年度から
平成47年度まで

240,000

平成27年度から
平成35年度まで

平成27年度から
平成31年度まで

6,000

37,797南 町 田 駅 南 北 自 由 通 路 整 備 事 業

限　　度　　額

貸付残高の年利
1.5％以内

南 町 田 駅 周 辺 地 区 土 地 区 画 整 理
計 画 策 定 事 業

平成27年度から
平成28年度まで

101,459
平成27年度から
平成28年度まで
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小 学 校 給 食 調 理 業 務 委 託 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

230,112

鶴 川 第 一 小 学 校 式 典 開 催 準 備 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

495

小 学 校 児 童 健 康 診 断 委 託 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

25,094

南 中 学 校 防 音 事 業

16,317

平成27年度から
平成28年度まで

8,748文 化 芸 術 ホ ー ル 整 備 事 業

鶴 川 第 一 小 学 校 給 食 棟 改 築 及 び
旧 校 舎 解 体 他 事 業

平成27年度から
平成28年度まで

382,580

平成27年度から
平成28年度まで

536,118

中 学 校 生 徒 健 康 診 断 委 託 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

町田市土地開 発公 社が 融資
を 受 け た 公 共 用 地 等 取 得
資 金 に 係 る 元 利 償 還 金

町田市土地開発公社が取得した
公共用地等の買収に要する額

平成27年度以降
元利償還期間の
満 了 ま で

町 田 市 土 地 開 発 公 社 が 融 資 を 受 け た
公 共 用 地 等 取 得 資 金 に 係 る 債 務 保 証

町 田 市 土 地 開 発 公 社 が 先 行 取 得 し た
公 共 用 地 等 の 買 収

平成27年度以降
買収するまで

博 物 館 展 示 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

（ 仮 称 ） 国 際 工 芸 美 術 館 整 備 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

1,267

8,511

国 際 版 画 美 術 館 展 示 事 業
平成27年度から
平成28年度まで

4,278

都計道３・４・２２（小野路）調査測量事業
平成27年度から
平成28年度まで

9,400

（ 仮 称 ） 都 計 道 ３ ・ ４ ・ ２ ０
（ 下 小 山 田 ） 調 査 測 量 事 業

平成27年度から
平成28年度まで

20,900

千円

事　　　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額
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自転車駐車場整備事業 93,700

授産センター改修事業 17,200

証書借入又
は証券発行

5.0％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借入れる
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し 後 の 利 率 ）

借入れの時から据置
を含み 25年以内に
償還する。ただし、
財政その他の都合
により据置期間と
いえども繰上償還
をなし、又は償還
年限を短縮し、も
しくは低利債に借換
することができる。

資源化施設整備事業

子 ど も セ ン タ ー
整 備 事 業

269,900

境川クリーンセンター
解 体 事 業

35,600

保育所用地整備事業 23,900

第  ３  表     地 方 債

195,000消 防 施 設 整 備 事 業

起 債 の 目 的

民間保育所整備事業

千円

地域センター整備事業

都市計画公園整備事業

13,000

256,500

41,500

学 童 保 育 ク ラ ブ
整 備 事 業

182,100

25,000

地域コミュニティバス
導 入 整 備 事 業

都市計画道路整備事業

廃棄物収集車購入事業

償 還 の 方 法利    率

356,700

起債の方法限 度 額

479,200

民設高齢者福祉施設
整 備 事 業

61,000

民設障がい者福祉施設
整 備 事 業

205,000

道 路 整 備 事 業 490,400

400,000
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大地沢青少年センター
送 迎 バ ス 購 入 事 業

13,800

通 学 路 防 犯 設 備
整 備 事 業

3,100

起債の方法

千円

クラブハウス整備事業 42,100

償 還 の 方 法利    率

1,131,900

臨 時 財 政 対 策 債 1,700,000

98,100

借入れの時から据置
を含み 25年以内に
償還する。ただし、
財政その他の都合
により据置期間と
いえども繰上償還
をなし、又は償還
年限を短縮し、も
しくは低利債に借換
することができる。

計 7,062,300

小中学校受変電設備
改 修 事 業

16,500

起 債 の 目 的 限 度 額

35,500

小 中 学 校 施 設
防 災 機 能 強 化 事 業

331,300

小中学校施設改築事業

5.0％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借入れる
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し 後 の 利 率 ）

小 中 学 校 施 設
大 規 模 改 造 事 業

409,700

小 中 学 校 給 水 設 備
改 修 事 業

国 際 版 画 美 術 館
改 修 事 業

小中学校屋外教育環境
整 備 事 業

134,600

証書借入又
は証券発行

－ 12 －
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